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本研究の目的
• 公共政策形成・変更のプロセスにレジリエントなフレームワークをコンセ
プトとして提案すること

– この20年間の大きな社会経済活動の途絶の発生は、レジリエントな
経済の重要性を際立たせた

• 例:	米国同時多発テロ、東日本大震災などの大規模テロや災害
• 公共政策のレジリエンスは大規模災害やテロ後に社会経済活動を速や
かに復元するための鍵

– 米国:	競争力協議会(COC)が2007年に‘Transform’と題したレジリエン
スに関する報告書を公表し、米国の産業競争力を維持するために、
公共政策のレジリエンスに支えられた、産業競争力と安全保障の統
合的思考を提言

– 日本:		2012年3月に産業競争力懇談会が、日本の産業界による多様
なレジリエンス確保のための措置を統合するため、システムズアプ
ローチを日本の国家戦略に組み込むべきと提言

• 突然の途絶に対応できる公共政策形成におけるレジリエンスは、社会・
経済のレジリエンスの礎石
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問題:	公共政策のレジリエンスに
関する二つの課題

• 課題 #1:	ステークホルダーの合意の一貫性欠如
– 大規模災害やテロなどの大きな外乱が地域コミュニティに襲来すると、従前
に合意していた政策の前提が崩れ、政策の何に合意していたのかがわか
らなくなること

– 従来型の政策サイクルでは、大規模災害やテロの前に決定していた政策
を、大災害・テロの襲来後、政府はどの範囲かつどのように維持または変
更してよいのかが、あいまいであった
• 政策サイクルの途中で、政策要求の変更を反映して政策変更のポジ
ティブフィードバックループを組み込むことは、従来型の政策サイクルで
はなされていなかった

• 課題 #2:	政策形成システムの境界(boundary)	
– 地域住民が政策形成サイクルにより参加したいと願うほど、その地域の政
府にとって政策形成システムの境界に明確な線を引くことがより難しくなっ
てきている

– 政策デザインのために、政策変更のポジティブフィードバックループを組み
込んだ、地域のステークホルダーが明確に関与したというエビデンス付き
の、ディペンダブルでオープンなシステム必要に

• システムズ・アプローチにより、社会システムのすべてのステークホルダーが関
与したことがエビデンスに書かれ、政策変更のポジティブフィードバックループ
を持つ、レジリエントな政策形成・変更のインフラをモデル化する必要がある3



先行研究
• レジリエンスの定義:	システムに対する予期せぬ障害(disturbances)に対して、シ
ステム内の要素間の関係を持続し、システムの自己組織化のふるまいを通じて、
システム全体として適応及び変容する能力 [3][4][5][6].	
– レジリエンスの定義:	次の二つのシステム特性を持つシステムの創発的ふ
るまい [7];
• システムがシステムの中で平衡を保ち続けようとする自己組織化努力
• System’s	dynamic	adaptation	and	transformation	against	外乱(external	
disturbances)に対するシステムのダイナミックな適応及び変容.	

– 90年代以来のリスク社会[8]において、政府、企業、NPOを含む社会システ
ムすべてが、大災害等による社会経済活動の突然の途絶に備えるため、シ
ステミックかつシステマチックにレジリエントであることを求められるように
なっている [9]	[10].

• レジリエンスの主要なコンセプトは次の二つ:	
– 持続的な平衡に向けての自己組織化を行うシステムの創発的ふるまい

(emergent	behavior)		
– 外乱(external	disturbances)に対するダイナミックな適応及び変容.	
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政策形成プロセスのパラダイムシフト
• 公共政策の主要な役割のひとつは、大規模災害やテロ等で社会
システムの機能が突然途絶したときに、どのように政府が対応で
きるか備えておくこと

– 政策形成・転換システムがレジリエントである必要 [17].	
• 公共政策の形成理論は近時、二つの大きな転換の潮流の中に;	

– 政策デザインにおけるシステム思考・デザイン思考の導入 [18].
– 参加型政策分析
• 参加型の定義:	システミックな政策プラットフォームでのマ
ルチステークホルダーによる政策形成・転換への参加 [19].

• レジリエントな政策形成・転換システムは次の三つの特性を有す
ることが必要;	
– a)	システムの自己組織化プロセス
– b)	外乱に対するダイナミックな適応及び変容
– c)	参加型のシステムデザイン 5



レジリエントな政策システムをモデル化する

• レジリエントな政策形成・変更システムは、シ
ステムズ・アプローチの方法論に沿い、次の
三つの特性を有することにする;	
–a)	4象限からなる反応サイクル;	
–b)	システム・ディペンダビリティのための自
己組織化;		
– c)	ステークホルダーの政策要求の刷新
• D-Caseにより、これらを記述する
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レジリエントな政策システムのための4象限モデル
• レジリエンス:	従来型では3段階モデル (WEF	[10],	
Grotberg	[21]	and	Boniwell	[22])	
– a)	システムへの外乱によるショックの段階
– b)	システム不全から跳ね返り(bouncing	back)段階
– c)	体験から学んだ教訓及び物語化の段階

• 本研究は、レジリエンスはシステムの創発性(emergent	
behaviors	of	system)であることに照らして、次のシステ
ム評価の2軸を導入することにより従来型のレジリエン
スモデルを拡張;	
–縦軸:	システムの機能が、ファンクショナルか、ディ
スファンクショナルか

–横軸:	システムの状態が平衡か、平衡でないか 7



ファンクショナル

ディスファンクショナル

システムの機能

平衡である
System	Equilibrium

第1ステージ:	
すべてのステークホル
ダーある政策を形成・維
持することに合意する

第2ステージ:	
外乱により、以前合意し
た政策が機能しなくなる
が、ステークホルダーに
よる以前の合意は残っ
ている

第3ステージ:	
機能しなくなった政策の
ステークホルダーが新
たな状況に適応する、ま
たは変容を遂げることで、
新たな平衡に向かおうと
する

第4ステージ:	
すべてのステークホル
ダーが政策を刷新する
ことに合意し、政策が機
能を始める

平衡ではない

政策レジリエンスの4象限モデル



システム・ディベンダビリティに向けての自己組織化

• 政策システムのレジリエントモデルは自己組織
化の特性を有している
–反応サイクルは静的な段階モデルではない
–サイクルはディペンダビリティ強化に向けての
ループ

• ループはさらにディペンダビリティを獲得するた
めの自己組織化プロセス
–ディペンダビリティの定義:	the	attribute	of	a	
system	that	provides	continuous	services	to	
users	[1].	

• ディペンダビリティの強化は、自己組織化により
さらにシステム・アシュアランスを獲得していく、
システムの自己学習プロセスとして描写できる
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システムの平衡

ディベンダビリティ 高

システムディベンダビリティ

ディスファンクショナル

システムの機能

ファンクショナル

ディベンダビリティ低

3次ループの第1ステージ

Third	Stage	of	Second	Loop
平衡ではない

平衡である

ディペンダビリティ強化ループ

1次ループの第2ステージ

2次ループの第1ステージ

1次ループの第3ステージ

1次ループの第4ステージ

2次ループの第4ステージ

1次ループの第1ステージ



D-Caseによって可視化される政策の形成・変更
• D-Caseの定義 [1]	[27]	;
– The	method	for	stakeholders	of	system	to	agree	
on	system	dependability	and	to	fulfill	
accountability	to	the	society	through	system	life-
cycle

–本モデルでD-Caseは次のために使われる;	
• すべてのステークホルダーが政策形成または
変更のために合意できるコンテキスト、目標並
びに戦略を明記すること

• すべてのステークホルダーが合意できたという
エビデンスを残しておくこと
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Context:	 C_2
総予算は3億円以内

□Goal:	G_1
2018年までにダムをC川沿いのB市A町に
建設する

Context:	 C_3
5万人以上が水利で裨益す
る

Strategy:S_1
すべてのステークホルダーに、ダ

ム建設の意義を説得する

Context:	 C_1
2015年3月までに、水没予定地
区の移転再定住が完了する

□Goal:	G_2
水没予定地区のすべての住
民がプロジェクトに賛成する

□Goal:	G_3
B市の市議会が建設費用を賄う市税
増税を可決する

□Goal:	G_4
A町の全地区で住民集会が実施
され、住民の70%が出席する

○Evidence:	 E_1
住民集会の実施記録と出
席者リスト

○Evidence:	 E_2
水没予定地区住民が署名
した同意契約書のコピー

○Evidence:	 E_3
B市市議会が増税条例を
可決した議事録

ダム建設プロジェクトのD-Case例



D-Caseにより可視化・計測可能となる
ディベンダビリティの強化

• 政策システムがディベンダビリティに向けて自己組織化
の度合いを高めるほど、n次ループの第1ステージは変
化に向かってより進化していく

– D-Caseはステークホルダーたちが予め合意していた
政策をどのくらい・どのように、外乱による状況変化
により刷新したのか、可視化するのに使用できる

• 更新された各版のD-Caseは政策システムがどのように
ディベンダビリティを強化していくのかを可視化・検証す
るエビデンスになり得る;
–外乱のあと、ステークホルダーが変化させた政策要
求に基づく政策をどのように・どのくらい成功裏に刷
新=D-Caseで書き換えられたかを比較することで 13



進化し、システムディベンダビリティを強化する
政策デザインD-Case
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ディペンダビリティ 高

ディペンダビリティ 低

システムディペンダビリティ

3次ループの第1ステージ

ディベンダビリティ強化

第二回目

ディベンダビリティ強化

第一回目

1版 D-Case

2版 D-Case

3版 D-Case

1次ループ

2次ループ

3次ループ

2次ループの第1ステージ

1次ループの第1ステージ



D-Case書き替えのための住民参加ワークショップ

• ワークショップは90年代以降ますます、社会デザイナーにより
地域住民に複雑な社会課題を「自分ごと」として解いてもらうた
めに用いるツールとなっている [28]	[29].	
– 熟議民主主義 [30]及びコンセンサス会議 [31]	の方法論によ
る理論的裏打ち

• 2012年11月以来、著者は地域住民の参加型ワークショップ
を”the	Workshop-based	Policy	platform	for	Public-Private	
Partnership	(WP5)	“モデルとしても日本の20超の地域で実施。
– WP5モデルはシステム×デザイン思考をベースに、参加型
で公共政策を協創するために使う [18]	

– WP5モデルは、政策変更のためにD-Caseを住民参加による
協創で書き換えていくのに適したプラットフォームとなる
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考察
• 東日本大震災を契機として、よりレジリエントなシステム
指向でループ指向の住民参加型政策インフラへの関心
高まる

–減災、高齢者・子供の安全安心、地域のエネルギー
政策等が、公共政策でレジリエンスを実現する優先
課題に

• 例1:	複数の地方自治体が住民基本条例を改正し、
より住民参加型でエビデンスベースの政策形成法
規の整備を開始

• E.g.,	2012年3月、産業競争力懇談会はレジリエン
トな経済の建設のために、システムズ・アプローチ
を採用するよう提言

• これらの動きはシステムズ・アプローチにより、学術的に
エンドースされるべき
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結論及び今後の研究課題• 結論
– コンセプトのモデル化 :	D-Caseを使った公共政策の形成プロ
セスのレジリエントなフレームワーク

• レジリエンスはシステムの自己組織プロセスに由来する、
よってシステムの創発性が公共政策システムのレジリエン
スの源となる

– 構造化したもの:	政策レジリエンスの4象限モデル
• D-Case使用の意義:	すべてのステークホルダーに合意さ
れた政策要求は政策形成システムのレジリエンスを保証
すようよう、自己組織化のイクルが回ったあとに書き換え
られる

• 今後の研究課題
– 実際の政策形成の事例に適用し、その有効性を検証
– 他領域のレジリエンス研究に応用し、一般化を検討
• 例1:	大規模な社会インフラシステムのシステムデザイン
• 例2:	個々人の心のマインドフルネスのシステムデザイン
• 例3:	民間セクターにおけるアシュアランスケースのシステ
ムデザイン 17
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